








福島県浪江町下津島の菅野氏宅での
調査（2018 年 10 月 22 日）
Ⓒ Shaun Burnie / Greenpeace
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帰還困難区域の
今後

福島県の 7市町村に居住禁止となっている帰還困難
区域があり、その総面積は約 340平方キロメートル
におよぶ。政府は 2023 年までにこうした区域の部
分的な避難指示解除を目指している。対象地域は「特
定復興再生拠点」と呼ばれ、南相馬市を除く6市町村、
総面積約 30平方キロメートルにおよぶ。

双葉町、大熊町、富岡町の
避難指示解除

2020 年 1 月 17 日、双葉町、大熊町、富岡町のわ
ずかな区域の避難指示解除が決定された 74。2020
年 3 月初旬、これらの地域の避難指示が解除され、
合計 0.5 平方キロメートルが通行可能となった。こ
の地域は主要鉄道である常磐快速線の路線に近く、
2020 年夏季オリンピック計画（延期された）に関

連しているが、高汚染された帰還困難地域での避難
指示が解除された最初のケースであった。

高汚染地域の再指定

日本政府の目標は、福島全域の避難指示を解除する
ことにある。帰還困難区域では、各市町村にいわゆ
る「特定復興再生拠点」と呼ばれる地点があり、同
区域総面積の 8.8% を占めている。今後数年で避難
指示が解除されると、浪江町津島地区などは高レベ
ルに放射能汚染された地域に囲まれた陸の孤島とな
る。

除染プログラムの効果は限定的かつ巨額な費用がか
かってきた。そして、2020 年に新たな方針が明ら
かになった 75。飯館村で、帰還困難区域への立入制
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限が解除されることになる。ただし、住民が居住す
ることはできない。この方針は、2020 年 8 月 26
日に原子力規制委員会に提示された。原子力規制委
員会への方針の提示において、政府は次を条件とす
ると述べた 76。

• 年間被ばく線量は、20ミリシーベルト以下であ
ることが確認される

• 住民の被ばく線量を個人線量計で管理する 
• 被ばく線量を抑えるための情報が提供される77

新たな方針は、2020年 2月の飯舘村から政府に対す
る現在帰還困難区域に指定されている飯舘村・長泥
地区の復興公園のための要望がきっかけだという 78。
2020 年 12月 25日、菅首相主催による原子力災害
対策本部での会合で、飯舘村の帰還困難区域を解除
する決定が正式に承認された 79。新たな方針には問
題がいくつかある。こうした区域への立ち入りがで
きるようになり、子どもを含む住民への健康リスク
の可能性、など。原子力資料情報室が指摘したよう
に、国内法には一般公衆の年間被ばく線量の上限を
年間 1ミリシーベルトに定めるものが複数ある 80。
放射性核種の自然減衰により年間空間線量が 20ミ
リシーベルト未満になったとしても、現在の帰還困
難区域の空間線量は、実際上すべて年間 1ミリシー
ベルトを上回っていると考えられ、この区域での制
限は解除すべきではない。また、これは除染を国の
責務とした放射性物質汚染対処特措法にも違反する。
本方針への移行は、放射線のリスク評価に基づくも
のではなく、政治的判断である。その他の 5市町村
は現段階では飯舘村モデルに追随の動きはなく、む
しろ同じ方針を取らざるを得なくなることへの懸念
があると報道された 81。
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11
結論と提言

東京電力福島第一原発事故発生から 10年が経過し
たが、福島県の放射線の影響は顕著で、その状況は
複雑なままだ。過去 10 年間グリーンピースは、福
島県内の市町村を調査し、放射線レベルを測定した。
2020 年 11 月に飯舘村と浪江町の避難指示解除地
区（日本政府が安全に帰還できると判断した地区）
で実施した調査では、過去数年間と同じく、帰還住
民が健康リスクを高めることなく、通常の生活を行
うには放射線量がまだ高すぎるという結果が示され
た。福島県の森林は長期にわたる放射能汚染の源で
あり続け、最新の調査では、飯舘村と浪江町の両方
の民家の敷地で、セシウム 137 の放射性崩壊だけ
では説明できない、さまざまなレベルの放射線が検
出されている。グリーンピースは、これを 2019 年
10月に上陸した大型台風 19号と洪水によるセシウ
ム 137の再懸濁の影響を示す強力な証拠と結論付け
た。福島の複雑な放射性物質の動態に関するさらな
る調査が必要であることは明らかである。2011 年
3 月から 10 年が過ぎたが、私たちはまだ、この事
故の影響の初期段階にいる。しかし、過去 10年間、
安倍政権、そしてその後継者である菅政権は、自国
民や海外各国に向けて、除染作業は効果をあげて完
了、放射線は安全なレベルであるというナラティブ
を展開してきた。しかし、これは明らかに事実と異
なる。

日本政府のデータから計算すると、7市町村にある
除染特別地域（SDA）の 716平方キロメートルでは、
除染作業は行われていない。政府が避難指示解除予
定地域の除染作業の完了を宣言した 2017 年 3月ま
でに、実際に除染の対象となったのは、除染特別地
域の 15%、123 平方キロメートルのみであった 82。
これは、除染特別地域に含まれる飯舘村、浪江町、

楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町および葛尾村の住
民に対する日本政府による意図的なミスリードであ
る。現実には、除染作業が行われたのは除染特別地
域のほんの一部で、放射線レベルは下がったが、数
値は一貫しておらず、広いばらつきがある。避難指
示が解除された地域でも、その多くで、政府が長期
除染目標である毎時 0.23 マイクロシーベルトを達
成できておらず、今後数年で達成する見込みもない。

原発事故が人間に及ぼす影響は、単純に数字で測る
ことはできない。日本政府は、市民、特に数万人も
の避難者の権利を一貫して軽んじてきた。これに対
し、国内の市民社会や国連人権機関は 2011 年 3月
からほぼ絶え間なく抗議の声をあげてきた。国連特
別報告者は、その重要な役割を果たし、政府が、特
に女性や子ども、労働者を放射線のリスクから守っ
ていないことに疑問を投げかけてきた。また、国際
基準を20倍上回る年間20ミリシーベルトを一般公
衆に許容される被ばく量とする方針も広く批判され
ている。国内避難民が持つ権利を含み、政府が自国
民が持つ権利を侵害することは容認されない。 

日本政府は、原子炉 3基のメルトダウンと国土の
広範にわたる放射能汚染の記憶を人々から消そうと
努めている。しかし、人々は忘れてはいない。それ
は、政府と東京電力に責任を果たすことを求めた市
民や弁護士の勇気ある行動によるものだ。さらに、
NGO、科学者、国連人権監視機関、国連特別報告者
の取り組みにより、この終わらない原発事故が何を
もたらしたかについて、今後数十年にわたってより
深い理解と説明がなされていくだろう。
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グリーンピースの提言

• 生涯にわたって考えられる住民の被ばくリスクを含む科学的分析をしない現在の帰還計
画を中断する。

• 年間 1 ミリシーベルト（毎時 0.23 マイクロシーベルト）の長期除染目標が意味するも
のを、速やかに示す。毎時 0.23 マイクロシーベルト達成の期日を定め、目標を緩和す
るあらゆる計画を中止する。  

• セシウムが含まれた微粒子など、ホットスポットが一般公衆にもたらすリスクを早急に
評価する。

• 浪江町（津島、室原、末森、大堀地区を含む）、双葉町、大熊町、富岡町、飯舘村、葛
尾村の 6 町村の避難指示解除計画を見直す。 

• 労働者を保護するため、帰還困難地域での除染はやめる。

• 避難政策について、避難当事者（避難指示区域外からの避難者を含む）が参加する協議
機関の設置を含め、住民の意見を反映させる透明性の高いプロセスを構築する。

• 住民が経済的な理由により帰還を選ばざるを得ないような状況ではなく、自らの意思に
よって帰還するかどうかを選択できるよう、避難者に対する完全な賠償と経済的支援を
行い、科学と予防原則に基づいた被ばく低減策を講じる。

• 国連特別報告者からの対話とガイダンス、およびまだ受け入れていない日本訪問の申し
出に応じる。
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